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千葉県水産公共事業評価審議会運営等規程 
 
（目的） 
第１条 この規程は、千葉県水産公共事業評価審議会（以下「審議会」という。）の議事及

び運営等に関し、千葉県行政組織条例（昭和３２年千葉県条例第３１号。以下「条例」と

いう。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語） 
第２条 条例第２８条第１項別表第２附属機関名の項担任する事務の欄に規定される用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 事前評価 事業の計画段階において、事業着手の必要性及び妥当性を評価するものを

いう。 

二 再評価 事業採択後一定期間を経過した後も未着手である事業や、継続している事業

の必要性及び妥当性を評価するものをいう。 

三 事後評価 事業完了後一定期間経過後に事業実施のもたらす効果について、総合的か

つ客観的な評価を行い、必要に応じてその結果を同種事業の調査、計画及び実施に反映

させるものをいう。 

 
（事業評価の対象事業） 
第３条 事業評価の対象事業は、それぞれ次の各号に掲げる県が事業主体となる事業とする。 

一 水産基盤整備事業 

二 漁港海岸事業 

２ 前項の事業のうち、次の各号のいずれかに該当するものについては、対象事業から除く

ことができるものとする。 
一 災害復旧等の緊急に実施する必要がある事業 
二 施設維持管理等（補修及び修繕を含む。）に係る事業 
 

（関係者からの意見の聴取等） 

第４条 会長は、必要と認めるときは、関係者に会議の出席を求め、その意見を求めること

ができる。 

 

（会議の公開） 

第５条 会議は、原則として公開とするが、傍聴については、会長の許可を得た者が傍聴す

ることができる。 

２ 会長は、会議の秩序を保持するため必要があると認めた場合は、傍聴人の入場の制限及

び退場を命じることができる。 
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（議事録） 

第６条 会議の議事については、次に掲げる事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

 一 会議の日時及び場所 

 二 会議に出席した委員の氏名 

 三 議事及び報告事項並びに議事の結果 

 四 議事録署名人の氏名 

 五 その他必要事項 

２ 会議の議事録には、議事録署名人の署名押印がなければならない。 

３ 会長は、会議に出席した委員から議事録署名人を指名するものとする。 

 

（事前評価の実施に関する事項） 

第７条 事前評価を実施する事業は、第３条に規定する対象事業のうち、次の各号のいずれ

かに該当する事業とする。 

 一 全体事業費が４０億円以上の事業 

二 その他知事が必要と認めた事業 

２ 事前評価を実施する時期は、事業の着手を予定している年度の予算要求を行おうとする

前までに実施するものとする。 

３ 事前評価を実施する際は、次の各号の掲げる視点からこれを行うものとする。 

 一 県が実施する必要性 

二 経済的・社会的効果 

三 財政的負担等の見通し 

四 環境に与える影響 

五 総合的な評価 

六 その他必要事項 

４ 事前評価の対応方針の決定手順は、次のとおりとする。 

 一 事前評価の対象事業を所掌する課（以下「事前評価事業所掌課」という。）は、事業概

要及び別紙の自己評価調書等を作成するものとする。 

二 事前評価事業所掌課は、前号の規定により作成した自己評価調書について、審議会の

意見を聴くほか、県民からの意見の聴取を「ちばづくり県民コメント制度（パブリック

コメント）に関する指針」に基づき行うものとする。 

三 知事は、審議会及び県民からの意見を踏まえ、対応方針を決定するものとする。 

５ 知事は、前項の規定により決定した事前評価の対応方針について、次の各号のとおり  

公表するものとする。 

一 自己評価調書 

二 対応方針 

三 県民の意見に対する県の考え方 
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（再評価の実施に関する事項） 

第８条 再評価を実施する事業は、第３条に規定する対象事業のうち、次の各号のいずれか

に該当する事業とする。 

一 事業採択後、５年間を経過した後も未着手の事業 

二 事業採択後、１０年間を経過した時点で継続中のもの   

三 社会情勢の急激な変化等により、再評価の必要性が生じた事業 

２ 再評価を実施する時期は、前項の規定による年数が経過した日の属する年度とし、それ

以降の実施は５年間を経過するごとに実施する。ただし、当該年度内中に事業の完了が  

見込まれる場合は実施しない。 

３ 再評価を実施する際は、次の各号に掲げる視点からこれを行うものとする。 

一 事業の進捗状況 

二 受益者及び関係機関の意向 

三 関連する事業の状況 

四 事業計画の内容等 

五 社会経済情勢の変化等 

六 その他必要事項 

４ 再評価の対応方針の決定手順は、次のとおりとする。 

一 再評価の対象事業を所掌する課（以下「再評価事業所掌課」という。）は、事業概要   

及び対応方針案等を作成するものとする。 

二 再評価事業所掌課は、前号の規定により作成した再評価の対応方針案について、審議

会の意見を聴くものとする。 

三 知事は、審議会の意見を踏まえ、再評価の対応方針を決定するものとする。 

５ 知事は、前項の規定により決定した再評価の対応方針について、次の各号のとおり公表

するものとする。 

一 事業概要 

二 対応方針 

三 事業の見直し、休止及び中止の対応方針を決定する場合にあってはその事由等 

 

（事後評価の実施に関する事項） 

第９条 事後評価を実施する事業は、第３条に規定する対象事業のうち、当該事業が完了し

た年度（事業の最終予算年度）の翌年度から起算しておおむね５年を経過した事業から、

事後評価の対象事業を所掌する課（以下「事後評価事業所掌課」という。）が選定する。 

２ 事後評価を実施する時期は、前項の規定による年数が経過した日の属する年度とする。 

３ 事後評価を実施する際は、次の各号の掲げる視点からこれを行うものとする。 

一 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

二 事業効果の発現状況 

三 事業により整備された施設の管理状況 

四 事業実施による環境の変化 

五 社会経済情勢の変化 
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六 今後の課題 

七 その他必要事項 

４ 事後評価の決定手順は、次のとおりとする。 

一 事後評価事業所掌課は、事業概要及び評価結果等を作成するものとする。 

二 事後評価事業所掌課は、前号の規定により作成した評価結果について、審議会の意見

を聴くものとする。 

三 知事は、審議会の意見を踏まえ、事後評価の評価結果を決定するものとする。 

５ 知事は、前項の規定により決定した事後評価の評価結果について、次の各号のとおり  

公表するものとする。 

一 事業概要 

二 評価結果 

 

（その他） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、事業評価の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

   

附 則 

１ この規程は、平成２６年１月２１日から施行する 

２ この規程の施行に伴い、「千葉県農林水産部所管公共事業評価実施要綱」は廃止する。 
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別紙 
自己評価調書 

事 業 名  
担当課名  

 
１．事業の概要 
(1)事業の目的  
(2)事業の内容  

 ①事業期間・

時期 
 

  
②事業規模  

③事業費  

④事業位置  

(3)公益的指標・ 
事業目的 

 

 ①効果指標  

②現状値  

③目標値  
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２．県が実施する必要性 
(1)現状及び課題  

(2)上位政策及び全体計画と

の関連 
 

(3)優先度及び適時性 
 

 

(4)代替案との比較  

 
 
３．経済的・社会的効果 
(1)経済的効果  

(2)社会的効果  

 
 
４．財政的負担等の見通し 
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５．環境に与える影響 
 

 
 
６．総合的な評価 
 

 
 

７．参考資料等一覧 


